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GISによる昇温モデル

･セルラオートマトン

未利用エネルギー活用

による緩和策

･DHCプラント

･下水未利用熟

注:略語説明

GIS(Geographiclnformation

System;地理情報システム)

DHC(DistrictHeatingand

Cooling;地域冷暖房)

都市昇温モデルに基づく

下水熱利用シナリオ評価

の概要

都市ヒートアイランド現象

の緩和策として,地域冷暖房

プラント導入による下水未利

用熟の活用に着目した｡下水

と外気との温度差を利用し,

夏は冷房用冷熱.冬は暖房用

温熱をそれぞれ回収すること

により,未利用熱の活用を図

る｡GIS上で昇温モデルを構

築し,ヒートアイランド現象

の緩和効果の定量的な評価を

可能とした｡

東京などの大都市では,近郊部よりも気温が数度以上高くなる｢ヒートアイランド現象+が観測され,各種の弊害が起こっ

ている｡最大の要因である人工排熱増大を抑えるためには,いわゆる｢未利用エネルギー+の導入などの省エネルギー施策が

求められている｡

日立製作所は,利用可能熱量が多く,かつ熟需要家に近い地点での回収が可能な未利用エネルギー源として,都市下水に着

目した｡具体的には,DHC(地域冷暖房)プラント内のヒートポンプを用いて下水から空調用冷熱を回収し利用することにより,

省エネルギーと排熱低減を同時に実現するものである｡米国カリフオルニア大学と共同で,米国サンノゼ市を対象に,この方

式によるヒートアイランド現象の緩和効果を,GIS(地理情報システム)上に構築した昇温モデルで評価した｡

はじめに

上下水システムやDHC(地域冷暖房)システムなどの公

共･都市関連システムの計岬は,水質汚濁や都市の温暖

化などに代表される都心環境問題の改善を意凶して行わ

れる時代になっている｡すなわち,要素技術としての個

別の都市のインフラストラクチャーを取り扱うだけでな

く,各インフラストラクチャーの･つ･つが視野に人る

ような都市のスケールの中で,トレードオフ(相互補完)

による広域最適化を考慮するマクロシステムの考え‾方が

導入されるようになってきている｡

都市環境モデリングとは,水質汚濁や温暖化などの現

象を延式化することにより,公共･都市関連システムに

よる環境改善策の検討と効果定量化を可能にする手法で

ある｡H立製作所は,カリフォルニア大学の米凶立地理

情報解析センタ(UCSB/NCGIA)と共同で,地理情報利

用による都市環境モデリング技術を開発した｡この技術

では,都市環境とかかわりの深いエネルギー消費の分布

情報などを集約したGIS(GeographicInformation

System)と,都市昇温などの環境モデルを組み合わせる

ことにより,都市内の未利用エネルギーl口1収･利用とい

った具体的なシナリオの実施効果を評価できる｡

ここでは,米国サンノゼ巾を対象に,卜水を熱源とし

たDHCプラントの導入を想定し,都市ヒートアイランド

現象の緩和効米を予測した事例について述べる｡
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都市のヒートアイランド化と下水熱

2.1都市のヒートアイランド現象とその弊害

都市のヒートアイランド化とは,都市内での気温がそ

の周辺部に比べて高くなる現象である｡東京などの大都

市では,都心部の気温が周辺部よりも数度高くなること

が知られているl'(図1参照)｡これらの大都市以外でも,

程度の差はあるものの,世界巾の都市でヒートアイラン

ド現象が観測されている｡

ヒートアイランド現象発生の主な安国は,人工排熱の

増加と都市被覆の変化(アスファルト化)である｡昇温に

よる影響は,欧州の都市ではほとんど問題にならないが,

わが国や米国などの中緯度以下の地域では,夏期のイく快

指数の増大により,快適な都市環境が損なわれている｡

また,不快指数の増加による冷房機器稼動率の増加は,

空調用電力消費の増加とともに,戸外への人工排熱を増

やし,これがヒートアイランド化を加速させる悪循環を

引き起こす｡電力消費の増加は,二酸化炭素などの環境

負荷を増大させるだけでなく,電力需要ピーク時の大停

電を誘発する｡

2.2 下水未利用熟と利用可能熱量の評価

都市域で利用が可能な未利用エネルギーとしては,ご

み焼却施設の廃熱などが知られているが,熱量がさらに

大きいものとして,下水廃熱がある｡下水廃熱は,DHC

プラントでのヒートポンプを用いて,熱需要家の近くで

回収が可能であり,熱輸送時の損失が少なくて済むとい

う利点がある｡

下水温度は,夏期には気温よりも低いため,冷房用の

冷熱源(ヒートシンク)として,後述するヒートアイラン

ド現象の績和策に用いることができる｡他方,冬期には

ヒートアイランド
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図1都市ヒートアイランド化の現状

都心部の気温が周辺部に比べて高くなるヒートアイランド現象

は,夏期の夕方に昂頁著となる｡都市人口が大きいほど,昇温の度

合いが大きくなる｡
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温熱源

回収熱量

(Qc01d)

冷熱源

ヒートポンプ

夏期:気温よりも低い｡

冬期:気温よりも高い｡

下水道

図2 ヒートポンプによる下水熱回収

ヒートポンプは,仕事量〝を加えることにより,温度の低い熱

源から,より高い熱量を回収することができる｡下水は,冷熱源

と温熱源の両方に利用できる｡

気温よF)も下水温度の方が高いことを利用して,ヒート

ポンプの温熱源(ヒートソース)として,熱回収に利用で

きる(図2参照)｡

ヒートポンプで回収が可能な熱量は,下水温度などに

依存し,理論的にはエクセルギー浅l)という物理量で評価

できる｡GIS上に下水流量や熱需要量などの分布情報を

準備することにより,回収可能景と需要量とのバランス

が取れる地点をDHCプラント設置個所として選定できる｡

2.3 都市昇温モデルの構築

都市のヒートアイランド現象を再現するモデルとして,

都市の気温を予測するモデルが必要である｡従来モデル

としては,都市内の熱の流れを三次元解析するモデルな

どが提案されているが,モデル調整に必要な三次元デー

タの計測値が十分でなく,現実の都市での解析には適さ

ない場合が多い｡日立製作所は,人手が吋能なデータを

用いて,各都市の昇温傾向に合った簡便な経験モデルを

構築した｡このモデルでは,(1)対象エリアの特性(地表

面のタイプ別の熟吸収率など)によってモデル化できる

｢熟移動現象+と,(2)対象エリアとその近傍エリアとの

相互作用でモデル化できる｢熱移動現象+に大別した｡

前者を既存の物理モデルで,後者を地理情報の基本的な

データ形式であるラスタデータの扱いに有利な｢セルラ

オートマトンモデル+で,それぞれ定式化したところが

特徴である｡

※1)エクセルギー(Excergy):環境温度T-で､熱量Q,温

度Tの媒体物質から回収が可能な最大熱量Eは,dE=

d(ヨ･(T一肌)÷Tで表すことができる(dは微分記号)｡
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図3 セルラオートマトンによる昇温モデル

対流と再放射による熟移動を､｢セル+と呼ばれるメッシュ間

の相互作用のルールによって記載している｡

セルラオートマトンモデルでは,対象とする空間をメ

ッシュ(セル)に分割し,近傍間の相互作川を記載した遷

移ルールにより,熱移動による気温の変化をシミュレー

トする(図3参照)｡ここで必要な遷移ルールは,H立製

作所がすでに開発済みの｢ニューロ応用ルール獲得方

式コ′+により,対象とする都市の昇温傾向に合うように

準備した｡

緩和シナリオの評価結果

3.1対象都市(米国サンノゼ市)

ケーススタディのモデル都市として,米凶カリフォル

ニア州サンノゼ市を選定した｡選定の条件としては,(1)

ヒートアイランド現象が顕在化する程度の人口があるこ

と,(2)DHCプラントが設置できるような温冷熱需要が

あること,(3)郡市の熱環境に影響するような特殊な気

候条件がないこと(例えば,風の街として知られるミシ

ガン州シカゴ巾などは不適),などを考慮した｡

サンノゼ市は,シリコンバレーとして知られる人口約

80ガ人の工業都市であり,両側をLIJに挟まれた谷部に位

置し,北端がサンフランシスコ湾内の浅瀬に廊している｡

気候条件は,デグリーデー黙2}で見ると,暖房に関しては

水戸巾と,冷房に関しては鹿児島市とそれぞれほぼ同じ

呉も候であり,DHCプラント設置を想定できるだけの温冷

※2)デグリーデー(DegreeDay):暖房に要する熱量,また

は冷房に必要なエネルギーを見積もるための指数｡空

調の安否のしきい値温度と気温との偏差の年間積算値

で表す｡

熱需要が存在する｡

3.2 ヒートアイランド現象の緩和シナリオ

ヒートアイランド現象の緩和策としては,都市の緑被

率を向__Lさせることなどが知られている｡この研究では,

_卜述した下水廃熱に着日した緩和シナリオを検討した｡)
昇温緩和のポイントは,(1)昇温に寄与する人工排熱を

低減するか,または(2)人‾｢二排熱を回収し,匝川又熱を人

気中に再放出することなく再利用,排除することにある｡

そのため,DHCプラント内のヒートポンプにより,下水

を冷熱源として冷熱を生成し,空調用の冷熱として供給

することを想定した(図4参照)｡この場合,従来の個別

空調機をDHCによる冷癌に置き換えることにより,室外

機からの排熱をなくすことができる｡室内から奪った熱

は,DHCラインを通して気温の__L昇に寄与させることな

く,下水へ排除する｡

上記の緩和策との効果を比較するために,代替案とし

て,大規模熱i原(工場,発電所など)から熱回収するシナ

リオも設定した｡この場合には,回収熱をDHCラインに

よって温水として供給し,利用した熱は,温排水として

下水に排除する｡

3.3 緩和シナリオの評価解析結果

上述した緩和策により,個別焚調機の宰外機からの廃

熱相当分(エネルギー消費の12.8%相当)が総人工排熱か

ら低減できるとした場合の降温試算結果を図5に示す｡

夏期の午後のオフィス地区平均で,0.22℃の降温効果が

あるという試算結果が得られた｡商業地区では,その効

果が最高で0.85℃にまで達し,十分な効果があると言え

DHCプラント

ヒート
ポンプ

人工排熱

都市域

ビル

冷房

ヒートシンク

===二> 下水道

注:<::ヒ:コ(熟フロー),一←(水フロー)

従来の個別空調機

室内

冷房

室外機
排熱

DHCユニット

室内

DHCライン

図4 ヒートアイランド化緩和策の概要

従来の個別空調機をDHCでの冷房に置き換えることにより,

室外機からの排熱をなくすことができる｡
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図5 サンノゼ市でのヒートアイランド化緩和の評価例

下水を冷熱源とするDHCプラントの導入により,オフィス地区

平均で0.22℃(1992年7月30日15時〉の降温効果があるとの試算結

果が得られた｡

る｡大規模熱源から人工廃熱の20%相当を回収する代替

案でも,その効果は工業地区にとどまるが,平均で

0.20℃降温する結果となり,同等の効果が期待できる3-｡

サンノゼ市のように冬期に暖房が必要な都市の場合,

冬期のヒートアイランド化は,暖房用エネルギーの低減

に有利である｡そこで,冬期には,下水を,ヒートシン

クではなくヒートソースとして温熱回収を行うこととし

た｡この場合,エクセルギーが最大の個所では,約2万

人相当の暖房を供給する熱量の800GJノ/dを回収できると

いう結果を得た｡この熱量は,米国での電力発電工程換

算でCOご72t/d,NOx190kg/dの低減に相当し,環境負

荷の低減にも寄与することができる｡

おわりに

ここでは,未利用熱源としての下水に着日し,代表的

な都市環境問題であるヒートアイランド現象の績和とい

う観点から,この熱源をDHCプラントで活用する場合の

評価について述べた｡

今回の評価に用いた昇温モデルなど,都市環境モデル

を現実の都市で運用する際の成否は,対象都市に関する

忠実なデータベースをいかに構築できるかによる｡GIS

は,このためのツールとして威力を発揮した｡
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上下水道事業を取り巻く環境が多様化する中で,広域

最適化を目指したマクロシステムの発想が今まで以上に求

められるようになる｡今後も,GISをコアとした上下水環

境エンジニアリング技術の開発を進めていく考えである｡

終わりに,この論文の執筆にあたっては,カリフォル

ニア大学の米国立地理情報解析センタ(UCSB/NCGIA)

のGoodchild教授とChurch教授にご協力をいただいた｡

ここに深く感謝する次第である｡
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